







換としての韓国型の介護保険制度が 2008 年 7 月から施行され，4年目を迎えている。
長期療養保険施行以後の認定者及び利用者は，毎年増加する傾向にある。最近の保
健福祉部・国民健康保険公団の 2011 年老人長期療養保険施行 3 周年記念シンポジウ
ムの資料によれば，2008 年の認定数者 14 万人と利用者数 7万人は，2009 年には認定
者数 26 万人と利用者数 18 万人，2011 年 3 月には認定者数 32 万人と利用者数 28 万
人まで増加している。又，要介護の認定申請から外された潜在的な長期療養対象者も







高齢化率は 2000 年の 7.2% から 2020 年の 15.6% (大韓民国政府 HP，2011：174) をこえる高
齢社会が予測されている。それに伴い少子化も急速に進行する傾向にある。2010 年現在の合
計特殊出生率は，1.22 人である。したがって，韓国人口の自然増加率 (人口 1000 当りの自然
増加者) は，4.3 人であり，10 年前の (8.2 人) の半分程度 (保健福祉部，2011a：4) である。
第 2に高齢者の健康問題と要介護者の増加である。高齢者が 3つ以上の慢性疾患をもつ割合
は平均 54.8% (小川全夫，朴光駿，鮮于悳他，2010：55) に達している。国民健康保険公団に
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よる『老人性疾患者診療推移分析』の結果によれば，年度別老人性疾患の罹患者は 2002 年か




の推移は，07 年 152,000 人，08 年 160,000 人，09 年 168,000 人，10 年 176,000 人であり，介護
者の不在は社会問題である (大韓民国政府HP，2011：179)。家族変容は又，結婚率と離婚率
の変化にもあらわれる。1970 年度の 1,000 人当り結婚率と離婚率は 9.2 人，0.4 人であったが，
1980 年には 10.6 人，0.6 人，1990 年には 9.3 人，1.1 人，2000 年は 7.0 人，2.5 人，2010 年は
6.5 人，2.3 人である。ベビーブーマー (baby boomers) の結婚時期を除外して結婚率は低下




2001 年 8 月 15 日光復節の慶祝辞で金大中大統領は本格的に「老人療養保険制度導入」を提唱
し，2002 年盧武鉉大統領候補も，公的老人療養保障制度の導入を選挙で公約した。2003 年 3
月「公的老人療養保障推進企画団」，2004 年 3 月「公的老人療養保障実行委員会」で制度の基
本構成の設計がはじまった。その後モデル事業として第 1次 (2005 年 7 月〜2006 年 3 月)，第
2次 (2006 年 4 月〜2007 年 4 月)，第 3次 (2007 年 5 月〜2008 年 6 月) まで実施された (孫，
2010：19-36)。2006 年 12 月「老人長期療養保険法」立法予告その後国会提出され，2007 年 4
月 2 日国会通過，2007 年 4 月 17 日に公布された。施行は 2008 年 7 月 1 日からであり，2010
年 2 月 18 日には，施設・在宅療養保護士の人材基準強化，認定調査表にb痴呆e項目を補完，
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205.7104.602 年対比増加%
全 体 65歳未満老人性疾患 65歳以上老人性疾患
資料：国民健康保険「報道資料」2011. 1. 31
注) 1．老人性疾患の診療件数 (漢方診療は除外) 2．人口=健康保険適用人口+医療扶助適用人口
3．診療室利用者：漢方，薬局診療は除外 4．総診療費：漢方除外，薬局診療は含む
5．2002 年対比増加%，2002 年対比 2009 年増加量
年度

























2010 年 4 月 26 日療養保護士の資格試験を導入している。
2．韓国介護保険の概要





































の 20% (非給付：食材費，理・美容料などは本人負担) であり，在宅給付の 15% を負







申請は，施行最初は 65歳以上であったが，2011 年 3 月以後は，65歳になる 30 日以前から










































































































表にチェックされている各領域別得点を計算。③ ｢療養ニーズ 5 つ領域(1)」の 100点得点変換




保健福祉部及び国民健康保険公団による老人長期療養保険施行 3 周年施行資料 (保健福祉
部・国民健康保険公団，2011：9) によると老人長期療養保険制度の認定者及び利用者は継続
的に増加している。その中で認定者の人数は 2008 年 14 万人，2009 年 26 万人，2010 年 3 月に
は 32 万人であり，施行当時より 2倍以上増加している事が確認できる。認定者の増加は老人
長期療養保険制度の認識度の上昇とサービスに対する必要性が高まっているからだと推定でき












老人長期療養保険制度の導入以前の公的なサービスの利用は，高齢者人口の 1 % (2003 年
の保健福祉部内部資料，同年 OECD Health data：老人福祉サービス利用の国家別比較) にも
達せず，不足していた。当時は国民基礎生活保障者 (生活保護対象者)・低所得者に制限され
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ていた。しかし，老人長期療養保険制度の導入後は，2010 年 5 月基準として全体高齢者人口
中で (約 31 万人) 5.7% が老人長期療養保険制度を利用する統計がある (鮮于悳，2010：1-3)。











































り，もう 1 つは同居家族療養保護士による事実上の現金給付制度である (孫珉澋，2011：
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760,000 ウォン879,000 ウォン1,097,000 ウォン月限度額
1等級 2等級 3等級長期療養等級
表 7 2008 年 7 月 1 月〜2008 年 12. 31限度額




表 8 2009 年 1 月 1 日〜限度額
3486,3005852011. 7
計 1等級 2等級 3等級
※ 1 人当たり家族療養費は，等級に関係なく月 15 万ウォン
資料：韓国保健福祉家族部『老人長期療養保険 2010. 7 統計月報』国民健康保険公団








1日 60 分 (1ヶ月 20 日まで)1 日 90 分 (1ヶ月 31 日まで)認定時間



















介護士の勤務実態調査によるとその平均所得(4)は，68.7% が月平均月 100 万ウォン未満であ
る。勤労環境としては，入所施設は 40.4%，在宅の場合は 95.5% が契約制である。
また，重要な人材問題は，介護サービスに直接関係する介護士だけではなく，現場の管理担
当者である健康保険公団の療養関連職員の不足である。最近の新聞報道によれば利用者問題の
深刻性が考えられる。具体的には次のようである。2008 年 7 月施行後公団の療養職員の増員













表 12 療養保護士課程別教育時間 (2008. 7 施行初期と 2010 年改正，4月から)
実機理論実習実機理論
16935164301611339694








看護師 (40時間)社会福祉士 (50時間)新規 (240時間)
実習実機理論実習実機理論実習
経歴者 (160時間)
(2,496 人) はなかった。そのうち現場を担当する支社所属職員は 1,880 人である。日本の場合
1 人当たり 35 人を担当しているが，韓国の場合は 1 人当たり 168 人を担当する水準である
(韓国日報，2011，7，27：3面)。このような状況では認定申請者の等級調査，サービス点検
(受給者特性別に 1，3，6ヶ月に 1回)，等級更新調査 (年 1回)，不当受給の監視等をするに
は大変不足している。このような状況で 1 人の職員が出産休暇を取った場合，その同僚は約





スは給付費用の 15%，施設サービスは給付費用の 20% を利用者が負担する(5)。例外としては
医療保険受給権者，所得，財産などによって保健福祉部が告示する一定金額以下の者，天災地

















































ここで問題なのは介護保険料が非常に増加していることである。2008 年の 4.05%，2009 年




入額の 100 分の 20 を公団に支援する (韓国の介護保険法第 58条)。国民基礎生活保障制度の
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受給権者の給付費の全額を国家と地方自治体で負担することになっている。国庫支援金は



























2008 2009 2010 計 2011. 1 2011. 2 2011. 3 2011. 4 2011. 5
資料：国民健康保険公団 HP








































る。このような現状において，国庫支援額も 2008 年に 1,181億ウォン，2009 年には 2,044億




OECD中，GDP 対比 LTC (long-term care) の支出は韓国の場合最下位国家に該当する。
スウェーデン (3.6%)，デンマーク (2.0%)，日本 (1.6%) よりはるかに低い 0.3% である。し




( 1 ) 5 つ領域：身体機能領域，認知機能領域，精神機能領域，看護処置領域，リハビリ領域
( 2 ) 2010 年の不当請求は全国自治体の調査によれば，不当請求は長期療養機関 345ヶ所 (7億 5,000 万
ウォン) である。そのうち家族療養保護士の不当請求額は 4億 1,000 万ウォンであり，54% に至
る。利用時間と利用料金への変化は，90 分利用当 2 万 1,360 ウォンから 60 分利用当 1 万 6,120
ウォンに縮小された。(韓国日報 2011 年 6 月 14 日 9面參照)。
( 3 ) 国民健康保険公団の『2010 年老人長期療養保険主要業務推進計画』によれば，介護業務を遂行で
きない人は資格取り消し・療養保護士に欠格事由も新設された。
( 4 ) 保健福祉部・国民健康保険公団 2011『老人長期療養保険施行 3週年記念式及び国際シンポジウム』
によれば月 150 万未満：28.9%，月 200 万未満：2.0%，月 200 万以上：0.4%
( 5 ) 国民健康保険公団の『2010 年老人長期療養保険本人負担実態調査』による施設給付の 2010 年 5 月
本人負担金は，485,284 ウォンで，法定本人一部負担金 (給付) 277,021 であり (57.1%)，非給付
本人負担金は 208,263 ウォン (42.9%) であった。非給付本人負担金は，施設給付受給者の中
91.5% の人は非給付であり本人負担があった。内訳は，食事材料費，寝室利用費，理美容費の順
であった。非給付項目の理由としては，「施設で一律的に利用するので」が 71.0% であり最も多
かった。施設サービスの費用を負担する人は，子供 (子の嫁) が 84.2% でもっとも多い。費用負
担に対しては，「高い」が 53.7%，「適当」が 38.2% であった。「負担」が 52.6%，「非常に負担」が
33.3% であり負担と考える人 (計 85.9%) が圧倒的に多数である。
在宅給付における本人負担は，平均 115,764 ウォンであり，法定本人一部負担金 (給付) は，
112,096 ウォン (96.8%)，非給付である場合の本人負担は 3,668 ウォンであり非常に少ない 3.2%
であった。在宅給付別本人負担金は短期保護 (257,392 ウォン)，昼・夜間保護 (147,171 ウォン)，
訪問療養 (109,205 ウォン) の順であった。在宅サービスの場合費用を負担する人は，子供 (子の
嫁) が 57.9% であった。費用負担に対しては，「高い｣+｢非常に高い」が 33.27%，「適当」が
50.8% であった。「負担｣+｢非常に負担」は 68.5% であり施設 (85.9%) への負担感よりは低い。
( 6 ) 関連産業成長，雇用及び付加価値創出，要介護者がある家族構成員の経済活動機会増加，医療
サービス利用形態及び健康状態の変化等
( 7 ) 保健福祉部・国民健康保険公団による『老人長期療養保険施行 3 周年記念式及び国際シンポジウ
ム』の標本統計調査 (p.99) によれば，入院費・療養病院診療費・総診療費の削減があった。
( 8 ) 保険福祉部・国民健康保険公団，2011『老人長期療養保険施行 3 周年記念式及び国際シンポジウ
ム』の中での「全般的なサービス水準の満足度は 86.9%」であった。しかし，この満足度調査は，
利用経験がある人であり，過疎地で利用できなかった人の意見ではない。




『韓国日報』「長寿老人b異変e大都市増加」2011 年 6 月 22 日 8面
『韓国日報』「半分は不正に請求する利用者，嘘しりながら療養等級を認定する」2011 年 7 月 27 日 3面
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韓国保健社会研究院，2011「老人長期療養保険の動向分析と改善方向」『保健・福祉 Issue & Focus』
2011. 4 第 81 号
国民健康保険，2011. 1. 31報道資料「2002〜2009 年老人性疾患者診療推移分析結果――最近 7 年間痴
呆疾患者 4.5倍増加」
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2011 年 9 月 30 日受理
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